
下妻市公告第７号

一般競争入札の公告

条件を付した一般競争入札を行うので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６及び下妻市契約規則（平成２０年下妻市規則第９号）第３条の規定に基づ

き、次のとおり公告する。

令和７年３月４日

下妻市長 菊 池 博

工 事 名 旧千代川庁舎解体工事

工 事 場 所 下妻市 鬼怒 地内

工 事 概 要
解体工事 1式

工 期 契約締結日の翌日から令和８年３月１３日

週休２日制

促 進 工 事
対象

予 定 価 格 １０８，７００，０００円（税抜） 最低制限価格 設定なし

工事担当課 総務部資産経営課 施設経営係 ０２９６－４３－２２３５

入 札 参 加

資 格 要 件

入札参加形態 ２者ＪＶ 工 事 種 別 建築一式

格 付 等 級

〔代 表〕建築一式 特Ａ,Ｂ
〔構成員〕建築一式 特Ａ,Ａ,Ｂ または

土木一式 特Ａ,Ａ,Ｂ
※令和６年度格付による

総合評定値(P) ―

鉄筋コンクリート造 2階 延床面積 2,187.93㎡



建設業許可
［代 表］特定建設業

〔構成員〕特定建設業又は一般建設業

所在地要件
〔共 通〕下妻市内に建設業法に基づく本店を有する

者

配置技術者

〔代 表〕建設業法に基づく国家資格を有する主任技術

者又は監理技術者になり得る者を専任で配

置できる者

〔構成員〕建設業法に基づく国家資格を有する主任技術

者を専任で配置できる者

施工実績等

最新の経営事項審査結果における平均完成工事高が、

〔代 表〕１億２，０００万円以上（建築）

〔構成員〕６，０００万円以上（建築または土木）

であること。

設計業務受託者 軽部建築設計事務所

そ の 他

・代表構成員の総合評点については、構成員の総合評点

よりも上位であること。

・特定建設工事共同企業体構成員の出資比率は、３０％

以上とし、代表者の出資比率は構成員中最大とする。

・当該共同企業体の構成員は、同一の工事において、他

の共同企業体の構成員となっていないこと。

・「条件付一般競争入札共通事項」参照

入札参加手続

入 札 方 法 郵便入札

提出を要する

申請書

及び資料

〔申請書〕

・様式第１号 競争参加資格確認申請書

・様式第２号 競争参加資格確認通知書

・様式第３号 主任（監理）技術者等の配置予定調書

・様式第５号、第６号 特定建設工事共同企業体協定書

※様式については下妻市ホームページからダウンロ

ードすること。

〔資料〕

・配置予定技術者の雇用関係が分かるもの及び資格の

有無を判断できる証明書等の写し

・最新の経営事項審査結果通知書の写し



受 付 期 間
公告日～令和７年３月１８日（火）

８：３０～１７：００ ※土、日、祝日を除く

受 付 場 所 下妻市役所総務部財政課 契約検査係

提 出 方 法

郵送又は持参

※様式第１号～第３号は各１部、第５号及び第６号につ

いては袋とじとし３部提出するものとする。（Ａ４）

競 争 参 加

資格の確認

競争参加資格がないと認められた者は、下妻市に対して競争参加資格

がないと認めた理由について説明を求めることができる。

資格審査及び

通知書発送日
令和７年３月２６日（水）

説明請求期限 令和７年３月２８日（金） １７：００

提 出 場 所 下妻市役所総務部財政課 契約検査係

提 出 方 法
郵送又は持参

※様式は任意とする。

設 計 図 書

等 の 閲 覧

閲 覧 期 間
公告日～令和７年３月２６日（水）

８：３０～１７：００ ※土、日、祝日を除く

閲 覧 場 所 工事担当課窓口

質問・回答

受 付 期 限
令和７年３月２６日（水）

１７：００
回 答 日

速やかに回答

する。

提 出 方 法
電子メール又は持参

zaisei@city.shimotsuma.lg.jp
回答方法

市ホームペー

ジに掲載

入札（開札）

日 程 等

入札(開札)日

時及び場所

令和７年４月３日（木）９：００

下妻市役所３階 ３－６会議室

提 出 書 類

・入札書

・工事費内訳書（任意様式）

・確約書

入 札 書 等

提 出 方 法

郵送又は持参

※入札用封筒作成例参照



入 札 書 等

提 出 期 限
令和７年４月２日（水）１７：００ ※期限内必着

入 札 書 等

提 出 先
下妻市役所総務部財政課 契約検査係

入札結果の公表
開札日当日落札者に電話等で連絡するほか、後日開札結

果を市ホームページに掲載する。

入札の無効 「条件付一般競争入札共通事項」参照

入札の取り止め等
入札参加者が３者に満たない場合は、この入札を取り止

める。

そ の 他

現場説明会 無

入札保証金 免除 契約保証金
要

(契約金額の 1/10以上)

前 払 金 有 中間前払金 有

建設ﾘｻｲｸﾙ法 対象 議決の要 否 否

本公告のほか、「条件付一般競争入札共通事項」を順守すること。

週休２日制促進工事の対象になる場合、詳細については本市が準用する

「茨城県土木部が発注する完全週休２日制促進工事の実施要領」等によ

り確認すること。


